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学校が抱える様々な教育課題の状況

（出典）学校基本調査、通級による指導実施状況調査結果、日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査、児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査

少子化の影響と教職員定数、教員の人材確保①（総論）(1)

1. 平成以降、40人学級のほか、少人数指導等によるきめ細かな指導のための定数措置を講じてきた。
少子化が進展する中でも、学校が抱える教育課題は、増加し困難化。

2. 日本の教師は、諸外国と比べて、授業だけでなく生徒指導など子供たちを幅広く支援。担任外教員は、主に生徒指導や
通級指導、日本語指導等に従事しており、教師の勤務に余裕がある訳ではない。

3. 学校運営の効率化は重要であり、校務のDX化をはじめ、働き方改革等の取組を推進。一方、学校教育は、教師と子供との
人格的な触れ合い等の中で行われるものであり、多様化・複雑化する教育課題に対応し、教師の勤務環境を改善するには、
質の高い教師の配置の充実が不可欠であり、教職員定数の改善や教師のなり手確保・育成が必要。

• 平成以降、児童生徒数の減少ほど教職員定数は減少していない。この結果、児童生徒数当たりの教職員数を平成元年度と
同水準とした場合の教職員数と比べれば、約20万人（※）の増。 ※ 特別支援学校・学級に在籍する児童生徒数の増加分（約９万人）を含む。

• 日本は諸外国に比べ学級規模が大きいとの指摘があるが、教員１人当たりの児童生徒数は主要先進国の平均より手厚く（日
本は１クラス当たりの担任外教員数が多い）、経年比較でもこの傾向が進んでいる。

• 労働力人口の減少による人手不足や離職の増加は、日本の多くの業種における共通の課題・減少。民間出身者の活用等を
行いつつ、「数」に頼らない教育・効率的な学校運営としていく必要があるのではないか。
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H1           R4

約1.5倍増加

特別支援学校に在籍する児童生徒数
（公立特別支援学校）

54，453 80，125

H13           R3

約2.6倍増加

日本語指導の必要な児童生徒数
（公立小中学校）

20，135 52，395

H1           R4

約4.3倍増加

特別支援学級に在籍する児童生徒数
（公立小中学校）

80，455 349，729

H5           R3

約14.8倍増加

通級による指導を受けている
児童生徒数（公立小中学校）

12，259 182，016

H3         R4

約4.4倍増加

不登校児童生徒数
（公立小中学校）

66，525 290，075

H9 R4

約3.8倍増加

暴力行為の発生割合
（公立小中学校）

10.7％ 40.2％
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教員の人材確保①（総論）(2)

１．現在の教師不足に対応するためには、教職に就いていない教員免許保有者をはじめ新たな領域に踏み出して教師のなり手を

開拓することが必要。

２．採用倍率の高低に左右されることなく、質の高い教師を継続的・安定的に養成・確保するため、大学と教育委員会が連携して

「地域枠」を活用した教師養成の仕組みを構築する必要。

• 「教師不足」と言われる要因の１つは、近年の大量退職・大量採用に伴う産育休取得の増であり、新卒の採用試験受験者数
は一定数を維持。他方、教員の採用倍率は低下しており、「質」の確保は引き続き課題。
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・教員採用において大学推薦等による特別選考の
実施

・教職セミナー等の高大接続事業の展開

・大学入試において総合型選抜等を活用した「地
域枠」の適切な設定

・現場課題に即した育成プログラムの展開
・学校体験活動、現場体験の充実

教
育
委
員
会

大
学

大学・教委が一体となって質の高い教師を養成・確保外部人材の入職ルートを創出、多様な教職員集団の実現

教師のなり手発掘の強化 「地域枠」を活用した教師の養成・確保

臨時講師等
として配置※適性を判断

非常勤スタッフ等と
して活動

公立
学校

入職希望者 入職前の事前研修の実施

人材募集ニーズ登録

教師人材の発掘

民間企業
（地元企業）等

PTA等

入職希望者の
システム登録

教職の魅力発信

外郭団体

学校現場との
マッチング

大学等

教育委員会

講師登録希望者の
システム管理

＜「教師不足」の背景にある構造的要因＞

◆ 大量退職・大量採用等を背景とした、産育休取得教員の増加や、想定を上回る特別支援学級の増加に対応するための臨時講師の

需要が拡大する一方、正規採用数の増加等による臨時講師の供給が減少

【公立小中の産育休取得者H24：15,067人⇒R4：23,540人 特別支援学級の数H24：47,643学級⇒R4：76,720学級】

◆ 新規学卒者の受験者は横ばい（小）・減少（中高） 【新規学卒の受験者（小中高） H25：48,110人⇒R4：39,651】

緊急・臨時的な教師需要にも対応できる「なり手の厚み」の確保が必要

◎採用選考受験者や管理職等の伝手に止まらない、
新たな領域へ踏み出して教師のなり手を確保

◎大学における教員養成段階から地域の教育委員会と連携・協働
採用倍率に左右されず、質の高い教師を確保
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教員業務支援員の配置は、着実に時間外在校等時間を縮減

継続配置によって勤務時間の縮減に繋がっている。

△4.89時間

教員業務支援員

未配置 配置済
配置済

配置済

時間/週
時間/週

時間/週

時間/週

１

※なお、令和３年度未配置で、翌令和４年度に新規配置した学校で同一の
分析を行っても、同様の傾向がみられる。

（出典）「令和４年度教育支援体制整備事業費補助金（補習等のための指導員等派遣事業）における教員業務支援員の配置に係る教員等の勤務状況の報告」をもとに作成

教員業務支援員は、教師が文書作成等に費やす時間を縮減
教師が教師でなければでできない仕事に注力することに寄与

２

学校全体の１日当たりの「事務その他」「学校経営」※にかける時（分）
平成30年度 教員業務支援員未配置 ⇒ 令和元年度 配置～４年度まで継続

小学校 ※フルタイム教員が24名と仮定し、試算

・事務その他
→2時間58分短い 
・学校経営
→2時間58分短い

・事務その他
→３時間39分短い 
・学校経営
→3時間56分短い

約6時間

（357分）

約7.5時間

（457分）

中学校 ※フルタイム教員が27名と仮定し、試算

教師が教師でなければできない仕事に注力する
ための時間の創出という観点でも、確実な効果

（出典）令和４年度勤務実態調査速報値（10・11月の集計結果）をもとに、「教員業務支援員なし」と「教員業務支援員週30時間以上」の学校にそれぞれ所属する教員の業務分類別データ
を比較した上で、「事務その他」及び「学校経営」についてを１校当たりに概算するため、小学校・中学校のフルタイム教員の平均人数を乗じる形で作成

（教師１人当たりの１週間の勤務時間の推移）

教員の人材確保②（働き方改革・外部人材の活用）
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1. 教員業務支援員の配置による効果は定量的に明らか。特に、教師が教師でなければできない仕事に注力するための時間の
創出という観点でも、確実に効果が出ている。

2. 今後は、配置効果をすべての学校に展開していくために、全小中学校への配置拡充が必要。

• これまで教員業務⽀援員等の外部⼈材の⼈数・予算を⼤幅に拡充してきたにもかかわらず、⼗分な効果が出ているとは⾔い
難く（教員の労働時間はそれほど減少していない）、より効果的な配置や活⽤を図る必要もあるのではないか。
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※「事務その他」には文書作成等、「学校経営」には機器点検、
校舎環境整理等、教師でなくても従事可能な業務が含まれている。

（時間）

n = 657



教員の人材確保③（給与の在り方）

• 教員の給与は、時間外勤務手当を含む一般行政職の給与よりも高い（年収ベース）。また、「教職調整額」が本給として支給
されているため、期末勤勉手当に加え、退職手当についても一般行政職より高い。なお、民間の賃上げの影響は、人事院勧
告等を踏まえて反映されている。

• 教員の給与の在り方を検討する際は、「働き方改革」等による負担軽減を徹底した上で、既存の手当の見直しとあわせ、特定
の主任業務につくなど負担の大きい者が報われるような、メリハリある給与体系とすべき。
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（出典）「地方公務員給与実態調査」（総務省）をもとに文部科学省において作成

1. 教師の給与を一般の公務員よりも優遇することを定めた人材確保法の趣旨に則り、S54までの間大幅な給与改善が行われ
たものの、現在においてはその優遇分がわずかになっている状況。

2. 教師の給与については、骨太方針2023に基づき、給特法等の法制的な枠組みを含め具体的な制度設計を進めつつ、処遇
の改善を図る。先行して、令和６年度概算要求に主任手当と管理職手当の額の改善を計上。

〇教師の給与水準の推移（月収ベース） 〇教師を取り巻く環境整備について緊急的に取り組むべき 

 施策（提言）

（令和５年８月28日 中央教育審議会 初等中等教育分科会 

質の高い教師の確保特別部会）

３．持続可能な勤務環境整備等の支援の充実 

(3) 処遇改善

○  教師の処遇改善については、骨太方針 2023 に「職務の負

荷に応じたメリハリある給与体系の改善を行うなど、給特法等の

法制的な枠組みを含め、具体的な制度設計の検討を進め、教

師の処遇を抜本的に見直す」と示されたことを踏まえ、今後、議

論を深めていくことを前提としつつ、その上でなお、学校を取り巻

く環境が大きく変化する中、職務の負荷や職責を踏まえ、国に

おいて、先行して、主任手当や管理職手当の額について、速や

かに改善を図る必要がある。
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